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4,504,352

(令和5年4月1日現在)

2,228,181

83,264

196,214 302,800

円千円

324,340

17,589,109

 債務保証額　 5,000,000千円

-

　公債費負担比率
％

－連結実質赤字比率

42,823,311
　標準財政規模

8,758,702

　一人当たり
　　平均給料(報酬)月額

1,041,000

実質公債費比率
 ( 3か年平均 )

 うち
　財政調整基金

人口集中地区人口

就
業
人
口

123,674 人

千円

千円

(1.25)

 中部圏開発整備法
 　都市整備区域

 財源超過団体

 常備消防

昭和42年4月1日碧海
郡桜井町を編入

昭和27年5月5日

事務の共同処理の状況

 積立金現在高
　(財調､減債､特定目的)

 債務負担行為額

第2次

2.2％

R2年 48,007人

2,551
平成30年 4月1日

平成30年 4月1日

平成30年 4月1日議会副議長

教 育 長

議会議長

533,000

2,185 129,121 人 区    分 第1次

％

4,102,540

 うち技能労務職 市　   長

　臨時職員

 うち消防職員 副 市 長

44

648
区 分

338,310 285,0121,187
合      計

　教育公務員
6 425,200

10 Ｊ
680,623 △ 77,472

職員数    Ａ
623,030

 土地開発基金

％

0.4
 収益事業収入額

－

健
全
化
判
断
比
率 将来負担比率

一人当たり

支給月額　Ｂ/Ａ

1,630,822 0

給料月額    Ｂ

一　　　般　　　職　　　員　　　等

9

千円

16,423,307

28,360,160

6 単年度収支 Ｆ

7 積立金（財調） Ｇ

0

 後期高齢者医療事業

 地方債現在高

5.8

－

8

　実質収支比率
％

9.6

0

△ 401,812

3 Ｃ歳入歳出差引額
Ａ－Ｂ　

2 歳出総額 Ｂ

5 Ｅ実質収支
Ｃ－Ｄ　

4 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ

1 歳入総額 Ａ
千円

79,558,012

33,413,04972,155,00774,125,257

26,698,460
　基準財政需要額

千円千円

77,077,128

　基準財政収入額
千円

区　　　　　　　　分 令和(3)年度 令和(4)年度 指  数  等区 分

188,843  

77,924  

189,334  

77,248  

5.1.1

4.1.1

昭和40.10.1以降
の合併状況

市町村制施行
年月日

2,243人

国調 2.6％

令 和 (4) 年 度 市町村名

決 算 状 況 所  在  地

区                分

台
　
帳

人      口 面      積

232122

産    業    構    造

　　安城市桜町18番23号

市町村類型 Ⅳ－２

(4)年度交付税

種地区分
Ⅰ－５

安  城  市 コード番号

(平成27年10月1日)

調
増  加  率

第3次
(令和2年10月1日)

人/k㎡

人口密度

86.05 k㎡ 2,140 人/k㎡

人

人

k㎡

 うち一般行政職

区      分

国

令和2年
187,990

平成27年
184,140

　一般職員
人

86.05

2.1 ％ 0.0 ％ 2.1

住
民
基
本

％ 4.4

土地開発公社

　財政力指数 1.23

指定団体等の状況

42.5％国調 55.3％

H27年

53.8％

47,343人38,343人

43.6％

　臨時財政対策債
　発行可能額

42,823,311
　標準税収入額等

千円

1,948人

実質単年度収支

284,300335,758

実質赤字比率

5,432,755 4,922,121

　(　 ) 内は単年度

819,581928,403

特          別          職          等

改定実施年月日

1,181

積立金取崩し額（財調） Ｉ

繰上償還金 （転貸債､公共用地先行

　取得債､公共債を除き任意に行ったもの）
Ｈ

 宅地造成事業 無
190,098 221,752

収　 支 　額

(  28人 )

480,000

 上水道事業 有
千円 千円 人

区 分
国民健康保険

事業会計

職員数 議会議員 平成30年 4月1日事    業    名
法適用
の有無

収支額
普通会計から

の繰入額

千円

 農業集落排水事業 有
19 30,900

下
水
道
事
業

 公共下水道事業 有
28 965,042 19

 特定環境保全
 公共下水道事業

有
46 238,738

0

普通会計からの繰入額
1,082,485

 後期高齢者医療事業 無
9,376 322,385 3

被保険者一人当たり費用

被保険者一人当たり
　保険税調定額 119,945

188,931

30,939

1
一世帯当たり保険税調定額

 介護保険事業 無
344,335

 国民健康保険事業 無
1,203,641 1,082,485 14

 駐車場整備事業 無
255,601 0

36,861人

1,713,481

295,182

16

被保険者数

2
加入世帯数

世帯

19,642

12,294 279,400
平成30年 4月1日

平成30年 4月1日
852,000

749,000

576,000

329,584 695,769 32

8
千円

1,203,641



％

( )

普通建設事業費

補助事業

単独事業

経常経費充当一般財源

災害復旧事業費 千円

一般財源総額

千円

100
75

内

訳

徴

収 ％ ％ ％

率

基準
税額

市町村民税

100.0 49,527,290

7,523,80710,244,116 14.2

21.2 98.2

130,000円
均等割

(1号)

(3号)

6.0/100

99.4

37.4

1,750,000円

(6号)

99.6 24.1

区          分

(7号)

(8号)
個
人
分

均等割 3,500円

400,000円

160,000円

410,000円

所得割
対する比率

標準税率に

(4号)

(2号)

1.0

市
町
村
民
税

法
人
分

法人割

市
町
村
民
税

3,000,000円(9号)

旧法による税

合 計 40,759,861 100.0 6.1 36,771,297

合 計

(5号)

99.8

98.9

99.6

前年度繰上充用金

4.4

固定資産税

固定資産税

合 計 72,155,007

150,000円

120,000円

50,000円

1.4/100

適          用          税          率          の          状          況
現年課税分 滞納繰越分 合      計

ラスパイレス指数　 99.6

諸支出金

公 債 費

4.4

水利地益税等

都市計画税 2,606,810 6.4

事業所税

1,985,788 2.7

3,149,4963,182,113

目　 的　 税 2,614,948 6.4 4.5 教 育 費

1,953,151法定外普通税 消 防 費

59.6 災害復旧費

内
　
訳

入 湯 税 8,138 0.0

5,513,549特別土地保有税 土 木 費 7,911,452 11.0

鉱 産 税 商 工 費 997,306 1.4

700,045957,062 1.3

726,202

市町村たばこ税 1,484,584 3.6 4.7 1,459,104 農林水産業費

労 働 費 291,900 0.4

9,081,722 12.6

285,614

固定資産税 19,124,023 46.9 4.6 18,832,688 衛 生 費

市町村
民税

軽自動車税 488,770 1.2 6.7 482,005

7,289,383

法人分 2,300,439 5.6 8.4 1,612,717 民 生 費 29,377,103 40.7

6,957,423

15,029,035

個人分 14,747,097 36.2 8.3 14,384,783 総 務 費

0.6

7,726,192 10.7

千円

普　 通 　税 38,144,913 93.6 6.2 36,771,297 議 会 費 400,253 399,585

決　算　額 構成比 充当一般財源×
超過課税分
収入済額

区　　　　分

千円 ％ ％

区　　　　分 決　算　額 構成比 増減率

％ 千円千円 千円

100.0 49,527,290

市　　　　　　町　　　　　　村　　　　　　税 目          的          別          歳          出

合 計 77,077,128 100.0 45,570,842

地 方 債 1,721,200 2.2

100.0 合 計 72,155,007

繰 越 金 5,432,755 7.1

繰 入 金 6,853 0.0

寄 附 金 108,144 0.1

財産収入 251,187 0.3

36,646,820

県支出金 5,219,258 6.8

国有提供交付金 失業対策事業費

49,527,290

国庫支出金 11,534,759 15.0

手 数 料 387,866 0.5 32,343 0.1 国直轄･県営事業 93,002 0.1 77,644

使 用 料 857,164 1.1 155,291 0.3 6,032,038 8.4 4,168,837

分担金及び負担金 219,752 0.3 0.0 2,679,322 3.7 362,441

80.4

交通安全対策特別交付金 25,105 0.0 25,105 0.1 8,804,362 12.2 4,608,922

小 計 47,953,915 62.3 45,298,704 99.4 303,142 0.4 303,142

7.1

0.6 投資・出資金､貸付金

経常収支比率

48,401 0.1 投資的経費 8,804,362 12.2 4,608,922

48,401 0.1 繰 出 金 4,633,367

0.4 291,005

6.4 3,906,548 3,234,297

426,928629,928 0.9

7,798,643補助費等 8,215,292 11.2

1,384,531 1,384,531 3.0

5,096,923環境性能割交付金 125,904 0.2 125,904 0.3

維持補修費 1,522,090 2.1軽油・自動車取得税交付金 7 7

11.4

12,824,818

ゴルフ場利用税交付金 小 計 32,650,409

特別地方消費税交付金 物 件 費 17.8 9,852,016 8,826,502 19.4

18,787,492 18,104,567 39.845.2

6.9

6.9

地方消費税交付金 4,943,078 6.4 4,943,078 10.9

3,182,113元利償還金

一時借入金利子

公 債 費 3,182,113 4.4配当割交付金 274,120 0.4 274,120

株式等譲渡所得割交付金 188,422 0.2 188,422 0.4

0.6

4.4

地方譲与税 552,566 0.7 552,566

利子割交付金 15,632 0.0 15,632 0.0

1.2 うち職員給 7,145,809 9.9

扶 助 費 25.4

千円

地 方 税 40,759,861 52.9 38,153,051 83.7

％

人 件 費 15.4

指定金融機関名 碧海信用金庫

9,018,468 8,957,277 19.7

千円 千円 ％

18,338,247

11,130,049

千円 ％

3,149,496 3,149,496

6,619,528 5,997,794 13.2

5,289,342 5,289,342

歳                                        入 性          質          別          歳          出

市町村名 安    城    市 類型 Ⅳ－２

区　　　　分 経常一般財源
経常
収支
比率

区　　　　分 決　算　額 構成比決　算　額 構成比 経常一般財源 一般財源構成比

3,149,496 3,149,496

11.6

千円 ％

諸 収 入 3,359,170 4.4 59,399 0.1

80.4

（ ）内は､減収補填債及び臨
時財政対策債を経常一般財
源等から除いた比率

法人事業税交付金 754,919 1.0 754,919 1.7 積 立 金 2,874,741 4.0 2,762,210

特別交付税

地方交付税

普通交付税 前年度繰上充用金

うち人件費

内
　
　
訳

地方特例交付金 291,005
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